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Abstract
This paper describes how concepts and characteristics of a support center for civic activities 
that was established by the Kyoto Municipal Government formed and changed. Many actors 
and changes of condition of a social policy made impacts on establishing the support center. It 
planned originally as a support centers for civic creative activities for example art, historical 
studies and lifelong learning by the Mayor in 1992. A few years later, the Mayor resigned 
and new Mayor tried to make his policy of the Kyoto Municipal Government. The new Mayor 
assigned that task to his subordinates. The subordinates organized a project team. The project 
team offered their opinion and an alternative idea of the support center. On the other hand 
the Great Hansin-Awaji Earthquake occurred in 1995. It served as a clear reminder to the 
public that the importance of volunteers and support facility for them. That made an idea of 
a support center for volunteers. In the end the Kyoto Municipal Government built a complex 
public facility including the Support Center for Civic Activities, Volunteer Center for Social 
Welfare, the Support Center for Elderly person and the Center for Urban Development. The 
process of the formation of the Support Center for Civic Activities and a compartmentalization 
between these centers are described from the perspective of social constructionism.
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Ⅰ．はじめに
日本では 1990 年頃、平成に入った頃から、NPO やボランティアに対する人びとの関心が高
まりはじめ、1995 年（平成 7 年）1 月 17 日に発生した阪神・淡路大震災をきっかけにその関
心はさらに高まり、特定非営利活動促進法が成立し、いわゆる NPO 法人も急速に増加した。
それと並行して、NPO や市民活動そしてボランティアを支援することを目的とした団体や施
設も急増した。
京都市でも、震災の翌年に市長が交代したこともあり、市民活動を支援するセンターの計画
が急ピッチで進められた。しかし、市民活動センターのコンセプトは必ずしも固まったものが
あったわけではなく、震災の前からあったコンセプトから、震災、市民参加、ボランティア、
まちづくりなど、いくつかの要因やそれに関わるアクターの活動によって何段階かの変遷を経
ながら、また近接するセンターとの棲み分けの論理を模索しながら固められていった。
京都市の市民活動センターは設置に至るまで、あるいは設置されてからでさえ、その名称も
何度か変えながら、コンセプトの再構成が繰り返されたのである。またそこでのアクターは、
市長、行政、社会福祉協議会、中間支援組織、行政の委員会、さらには行政内の関係部署、プ
ロジェクトチームなどであり、それらのアクターのその時々の思い、解釈、利害などがコンセ
プトの再構成に影響を及ぼした。
本稿では、少し複雑で判りにくい京都市の市民活動センターとその隣接センターの設置に至
るプロセスを、できるだけ事実関係を中心に詳細に記述することを試みた。最後に、今後の分
析の予備的なものとして、社会構成主義の視点から若干の考察を行った。
Ⅱ．京都市市民活動総合センターの概要
京都市市民活動総合センターは、2003 年（平成 15 年）6 月にオープンした市民活動や NPO
を支援する京都市の公の施設である。地下 2 階地上 5 階建てのひと・まち交流館京都の 2 階
フロアーの約半分の面積 650㎡の中に、大小の会議室、印刷室、ライブラリ、スモールオフィ
ス、情報コーナー、ロッカー、メールボックス、自由スペースなどを備えた施設で、誰もが自
由に利用できる。管理運営を担うのは、公募によって 3 つの候補の中から選ばれた特定非営利
活動法人きょうと NPO センターである。初年度の予算は、人件費も併せて 8100 万円であった。
公設民営の市民活動サポートセンターとしては日本で最大級のものである。
ひと・まち交流館京都は、この京都市市民活動総合センターに加えて、京都市社会福祉協議
会が管理する福祉ボランティアセンターと長寿すこやかセンター、それに財団法人京都市景
観・まちづくりセンターが管理する京都市景観・まちづくりセンターの合計 4 つの京都市のセ
ンターが入る複合施設であり、さらには京都市社会福祉協議会（社会福祉法人）、京都福祉サー
ビス協会（社会福祉法人）、京都市老人福祉施設協会（一般社団法人）、京都市老人クラブ連合
会（一般社団法人）、京都ボランティア協会（一般社団法人）などの福祉系の団体の事務所や、
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菊浜老人短期入所施設（京都市社会福祉協議会が管理運営）なども入った建物となっている。
共用部分については京都市社会福祉協議会が管理団体となっている。4 つのセンターや共用部
分などの公の施設については、指定管理者制度が導入されてからは、それぞれ指定管理者によ
る管理となっている。
指定管理者制度になるまでは、京都市市民活動総合センター以外の 3 つのセンターは随意契
約によって委託されており、指定管理者制度導入後も 4 つのセンターや共用部分を管理する団
体は変わっていない。
また、その敷地は明治時代に地元住民が土地などを提供した番組小学校の跡地であったため
に、新しい建物や隣接するグラウンドの利用をめぐって地域住民からの要望も出され、最終的
に地域のグラウンド（菊浜グランド）とされ、建物には地域の集会所のスペース（菊浜区民会館）
も組み入れられた。
Ⅲ．小学校跡地の利用計画
京都の都心部では 1869 年（明治 2 年）に、明治政府が小学校制度を作るよりも先に、京都
市と地域住民とが資金や土地などを出し合って、番組という小地区単位で 64 の小学校が設立
された。その中には、土地や建物などほとんどを地域住民だけで賄ったものもあった。
番組小学校と呼ばれたこれらの小学校は、単なる教育機関ではなく、地域の集会所の役割や、
役所、保健所、警察、消防、福祉事務所などの役割も担っており、番組の総合センター的な役
割を果たしていた。その後に番組は学区に改称されるが、1941 年（昭和 16 年）に国民学校令
により廃止されるまでは、学区は単なる通学区域ではなく、独自の財源を持ち、教育経費を負
担する自治団体であった。現在も番組による学区は元学区（もとがっく）とよばれ、新しい学
区と区別されながらも、その名残は今なおいたるところで見られる。
古くからの住民からすれば、これらの番組小学校は自分たちの祖先が資金や土地を提供して
設立し、その後も支えてきたものであり、1941 年（昭和 16 年）に学区の小学校はすべて京都
市に移管されたものの、やはり小学校は自分たちの地域のものであるという意識が強かった。
しかし、京都市の中心部では都市化が進み、古くからの住民が減り、それに代わって事業所
が増えていったために子供の数が減り、小学校の統廃合が進められることになった。1992 年（平
成 4 年）から 1997 年（平成 9 年）にかけて、これらの小学校の内、都心部の 29 校が 9 校に統
合されたのである。菊浜小学校もその対象となり、1992 年（平成 4 年）に六条院小学校に統
合され、廃校となった。
小学校がなくなっても、また住民の数は減少しても、旧来の学区を中心とする地域コミュニ
ティが消滅したわけではない。長い歴史を持つ京都の都市のコミュニティは守り続けられ、伝
統的行事や消防などの自警活動などの活動も維持されている。
1992 年（平成 4 年）5 月、京都市に統合校跡地活用対策委員会が設置され、跡地活用の目的
や基本原則についての枠組み、計画策定の手順等が基本方針として定められ、1993年（平成5年）
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12 月には京都市都心部小学校跡地活用審議会が設置された。1994 年（平成 6 年）に都心部に
おける小学校跡地の活用についての基本方針が発表され、京都市都心部小学校跡地活用検討委
員会が設置された。
その後、地元への説明と協議が進められ、1996 年（平成 8 年）11 月には個別跡地の具体的
な活用計画の市内部案が承認された。まず、元・竹間小学校、元・明倫小学校、元・開智小学
校の 3 つの小学校の跡地活用計画が 1997 年（平成 9 年）2 月に確定し、その後さらに 3 つが
追加された。その中には菊浜小学校跡地の計画も含まれていた。この 6 つの小学校跡地の利用
計画は、以下のとおりであった（1）。
元・竹間小学校跡地活用 : 統合幼稚園「京都市立中京もえぎ幼稚園」（2000 年 4 月開園）、
幼児教育センター「子育て支援総合センターこどもみらい館」（1999 年 12 月会館）、街
区公園
元・明倫小学校跡地活用 : 京都アートセンター「京都芸術センター」（2000 年 4 月会館）
元・開智小学校跡地活用 : 学校歴史博物館（1998 年 11 月開館）
元・修徳小学校跡地活用 : 高齢者総合福祉施設・児童館・地域図書館（1997 年 2 月開設）
元・菊浜小学校跡地活用 : 市民活動支援センタ一、ボランティアセンター、市民すこや
かセンター（1998 年 2 月開設）、まちづくり活動の拠点施設「景観・まちづくりセンター」
（1999 年 12 月開設）
元・小川小学校跡地活用 : 高齢者総合福祉施設・京都市立みつば幼稚園（1999 年 2 月開設）
これらの内、菊浜小学校跡地活用計画には大きな特徴があった。それは、そこに新たな大型
の建物を建設するという点と、それを複合施設にするという点である。京都市の財政事情は厳
しく、2001 年（平成 13 年）には財政非常事態宣言がなされ、いわゆる「ハコもの」の建設の
凍結が打ち出されている。その凍結の前とはいえ、大きな施設設備の新規の建設はかなり難し
い状況になっていた。また、行政改革の流れも強まっており、行政のスリム化が目指されてい
た。そうした状況の中でのこの複合施設の建設計画は、いつしか「京都市の最後のハコもの」
と呼ばれるようになっていた。
最終的には、約 66 億円の事業費をかけた地下 2 階、地上 5 階建ての建物が完成し、2003 年（平
成 15 年）6 月 23 日にひと・まち交流館京都としてオープンした。小学校のグラウンド部分に
ついては、地域住民が利用するグラウンドとすることで決着した。
Ⅳ．市民活動支援センターの構想
市民活動総合センターの元になる構想は、すでに 1992 年（平成 4 年）頃に生まれていた。
その当時市長を務めた田邊朋之は、元は京都府医師会長も務めた医師であった。そうした市長
のバックグランドもあって、京都市は健康都市構想を打ち出し、「文化首都　健康都市京都を
めざして」をスローガンに、健康都市シンボル事業として市民創造活動センターの創設の計画
を発表した。
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しかし、そこで想定された市民創造活動とは、市民の生涯学習、レクレーション活動、文化
的活動などで、その後の市民活動のイメージとは若干のズレのあるものであった。健康都市構
想をまとめた資料では、市民創造活動センターの創設について以下のように説明されている（2）。
生涯学習やボランティア活動など、豊かな心の創造を求める市民の活動を支援する市
民創造活動センターを創設します。
このセンターでは、生涯学習のための学習室、資料室を整備し、各種の事業を行い、
その成果を社会に役立てようとする市民のための相談や研修を行うとともに、生涯学習
やボランティアの活動のための情報ネットワークの拠点とします。
また、歴史、文化、自然科学、伝統工芸など、さまざまな分野から「市民学芸員」を
募集して登録し、京都ならではの多彩な人材が生涯学習を支援する制度をセンター内に
設けます。
しかし、市民創造活動センターの計画は、田邊が 1996 年（平成 8 年）1 月に体調を崩し、
任期途中で市長を退任したこともあって、構想のままで埋もれることになった。この計画が掘
り起こされ、具体化に向けて動き出すのは、ボランティアと市民参加というまた別の文脈の中
からであった。
田邊の後、1996 年（平成 8 年）2 月に京都市長に就任した桝本賴兼は、日本の地方自治体の
中で市民参加が大きなトピックになっていたこと、そして阪神・淡路大震災で市民の自発的活
動の重要性が認識されたこともあり、それらの課題を検討するプロジェクトチームを立ち上げ
た。
このプロジェクトチームは、桝本に明確なビジョンやターゲットがあって立ち上げられたと
いうよりは、市民参加や行政改革について意欲的な庁内のミドルや若手の職員のアイデアをす
くい上げていこうというのが意図だったようだ。実際、桝本は次のようなコメントをその当時
の市の新聞に残している（3）。
行政が何にでも手を出すと税金も掛かるし、民間の元気も出ない。行政はできる限り手
を出さずに民間に任せた方が良いという議論があります。（中略）・・・直ちにこの議
論に賛成することはできません。ただ、行政と市民との関係について、「市民が主人公」
という原点からもう一度考えてみる必要があるのではないかと思うのです。（中略）市
民との関係について私の考えはまだまとまっていません。今、若い職員が「市民参加」
について研究してくれています。
桝本のいう市民参加について研究する若い職員というのが、市民参加検討プロジェクトチー
ムだった。市民参加に関連の深い局区の課長級から係長級の職員 20 名が集まり、1996 年（平
成 8 年）9 月にスタートしたこのプロジェクトチームは、翌年 5 月にかけて市民参加について
の検討を重ね、7 月には報告書「市民参加先進都市をめざして」を公表している。9 月 19 日
の発足式に始まり、コアチーム会議、プロジェクトチーム会議、関係者へのヒアリングなど、
8 か月の設置期間中に 41 回もの会議、それと並行した調査を行っている。ヒアリングも行政、
環境美化、まちづくり、防災、文化、福祉、生涯学習などに関する識者や自治連合会、外国人、
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NPO など多彩な関係者を対象にしていた。
市民参加という言葉自体は、1983 年（昭和 58 年）に出された京都市の基本構想の中にもす
でに見られる。そしてそれは市民参加という言葉を入れたということでは、自治体の基本構想
として先駆的なものといわれていた。しかし、言葉として入れられてはいるものの、実態が伴っ
ているとはいい難かった。また、「平成の京（みやこ）づくり」のための市政改革（平成 6 年
1 月－平成 9 年度）も終盤を迎えており、その総括として新しい市長のもとでの行政改革の柱
として市民参加を位置づけて、具体化に向けて本格的に取り組むことが必要な時期となってい
たのである。
このプロジェクトチームをコーディネートしたのは、企画調整局の企画推進課の中で行政改
革を担当する課長だった。プロジェクトチームには各局を代表するメンバーが集まり、その中
にはその後、京都市と市民とのパートナーシップ事業の先駆的事例として有名になる嵐山の中
ノ島のさくらトイレの改築事業（4）を仕掛けていた若手や、ワークショップのファシリテーター
の経験を積んでいたメンバーが含まれていた。
このプロジェクトチームの活動でとりわけ特徴的だったのは、ほとんどの会議がワーク
ショップ形式で進められたことである。通常の会議のようにせいぜい 2 時間程度で、どうかす
ると出席者の何人かは一度も発言しないままに終わるというようなものではなく、出席者全員
がそれぞれの意見をぶつけ合うというものだった。慣れないワークショップというやり方に最
初は冷ややかだったベテラン職員達も、回を重ねるにしたがってしだいにその効果に気づき、
またその雰囲気を楽しむようになっていた。報告書の最終ページに掲載されたメンバー全員が
寄せたメッセージには、以下のような驚き、感動、楽しさを表す言葉が多く見られる（5）。
このプロジェクトに参加して、ほとんどの会議がワークショップ形式で進められ、立場
の違いや経験の違いなど関係なく、まさに対等平等和気あいあいの中で論議ができたこ
とにびっくり。そして様々な事例に接し、「市民自治」をも視野に入れた新しい息吹を
感じ、市民との「協働」－ともに力を合わせ汗を流す－を通じ、京都も変わりつつある
ことを確信。
このプロジェクトチームでの経験を持ち帰ったメンバー達は、それぞれの所属部署でワーク
ショップを実践したり、実際にワークショップを導入するまでには至らないまでも、会議の進
め方、仕事の進め方に大きな影響を受けたという。また、すでに課長級であったメンバー達は、
その後の市民参加に関するプロジェクトチームなどに部下が参加することについても理解を
示しやすくなった（6）。このプロジェクトチームの活動は、その後の桝本市政の看板となる「市
民と行政とのパートナーシップ」というコンセプトの土台を築いただけでなく、庁内のカル
チャーを変えるきっかけにもなったのである。
こうして完成した報告書は、「市政の基本理念に市民参加を置く」という文言から始まるか
なり先鋭的なものとなった。そこでは市民と職員がいっしょに学習しながら事業プランを作成
し、それを市の事業として取り上げていく共同学習提案事業や、ワークショップ・モデル事業、
審議会等の委員任用基準に公募制を入れることなどが提案されていた。それだけに周囲の反応
京都市における市民活動センター設置をめぐるコンセプト構成プロセス（吉田）政策科学 23 － 3, Mar. 2016
－ 142 －
は厳しく、市長に提出するのを反対する声もあった。しかし、桝本はこれを受け入れた。報告
書の取りまとめ作業を総務局総務部行政改革課の行政改革係長として担当した林建志氏は、当
時の様子を次のように語っている（7）。
「何、その市民参加って？」、「どういうことや？」というような議論がありましたが、
市長にあげたら、「これで行こう」という鶴の一声で動き始めた。やっぱり時代を分かっ
てはるんですね。まだまだいろんな（市職員の市民参加に対する）アレルギーとかがあっ
たりというので、非常にこれも産みの苦しみいうのはありました。
このプロジェクトチームが動き出すよりも少し早く、新しい桝本市政の平成 8 年度から 11
年度にかけての施策・事業計画の策定が始まり、平成 8 年（1996 年）12 月に「もっと元気に・
京都アクションプラン」として発表された。1995 年（平成 7 年）1 月に起こった阪神・淡路大
震災をきっかけに、ボランティアが日本中で関心を集めていたため、そのアクションプランの
中にもボランティアセンターの整備があげられた。また、そこでは同時に、市民参加による公
共施設づくり「あなたもまちの建築家」の推進があげられており、プロジェクトチームでは、
そうした具体的モデル事業としてボランティアセンターの整備計画を取り上げたのである（8）。
つまりここでのボランティアセンターは、市民参加型の施策・事業の実践の場であり、またそ
のボランティアセンターの整備計画自体が、市民参加の一つの方法としてのワークショップに
よる事業のモデルとして提案されたのである。
1997 年（平成 9 年）5 月にこのプロジェクトチームが終了すると、さらに同年 12 月から市
民参加推進プロジェクトチームが立ち上げられ、市民参加事業の推進が目指された。このプロ
ジェクトチームも、そのメンバーを全庁的に募集するという画期的なもので、多様な職種、年
齢層の職員 74 名が手をあげた。そして 2 年間にわたって、夢・ロマン・京都シティ（共同学
習提案事業）、市民活動支援センター整備、地域コミュニティひろば整備、地域の防災まちづ
くりのテーマのもとに、4 つのサブチームに分かれて活動が行われた（9）。
前の市民参加検討プロジェクトチームの際には、ワークショップ・モデル事業の例としてボ
ランティアセンターの整備計画があげられていたが、市民参加推進プロジェクトチームが活動
を始める頃には、ボランティアセンターではなく市民活動支援センター整備としてより具体的
な事業計画になっていた。
4 つのサブチームの内、共同学習提案事業「夢・ロマン・京都シティ」、市民活動支援センター
整備計画チームは、総合企画局のプロジェクト推進室の名の下でのプロジェクトチームであっ
たが、この 2 つのテーマをさらに具体化するために、1999 年（平成 11 年）4 月にパートナーシッ
プ推進室が総合企画局の中の正式な部門として設置された。
以後、市民活動センター設置に向けての具体的作業を、このパートナーシップ推進室が担っ
ていく。また、市民参加については、その具体化のための市民参加推進計画を定めるために、
1999 年（平成 11 年）9 月に市民参加推進懇談会が設置された。この懇話会によって 2001 年（平
成 13 年）3 月に市民参加推進懇談会提言が出された。そしてその年の 12 月には市民参加推進
計画が策定された。
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Ⅴ．ボランティアセンターと市民活動支援センター
市民参加と並んでこの時期に重要なテーマとなったのがボランティアであった。桝本が市長
に就任する 1 年前には阪神・淡路大震災が発生しており、その被災地に 140 万人ともいわれる
ボランティアが駆けつけたことなどを受け、国ではボランティア支援立法が検討され始め（10）、
各自治体においても重要なテーマとなっていた。
京都市では桝本が就任した 1996 年（平成 8 年）に、「市民活動団体の実態及び活動支援ニー
ズに関するアンケート調査」を実施し、さらに学識経験者、ボランティア活動団体代表などで
構成した京都市市民活動推進懇談会を立ち上げた。そして桝本市政の施策・事業計画としてそ
の年の 12 月に発表した「もっと元気に・京都アクションプラン」の中で「市民のボランティ
ア活動への支援と自立・分権社会のまちづくり」をあげた。これはさらに、その年度末にまと
められた年次計画書の中で「ボランティア活動の多様な活動を支援するボランティア・セン
ターの整備」という施策・事業としてあげられ、平成 9 年度に基本構想検討、平成 10 年度と
11 年度に設計・工事、平成 12 年度以降に完成という年次計画が示された。
この年次計画にしたがって、1997 年（平成 9 年）1 月に京都市ボランティアセンター・京都
市市民すこやかセンター（仮称）基本構想策定委員会が立ち上げられた。「もっと元気に・京
都アクションプラン」では、第 1 の柱として「ひとが元気」、「まちが元気」、「産業が元気」、「文
化が元気」、「自然が元気」の 5 つの「京都元気策」が、第 2 の柱としてこの 5 つの元気策を推
進する市役所の元気策「明るく元気な市役所づくり」が、そして 21 世紀の市民の夢を実現す
る、まちづくりの大切な方針となる、将来の元気策「21 世紀・京都のグランドビジョン策定」
が第 3 の柱としており、全体で 216 の施策・事業があげられた。その内、「ひとが元気」の中
に、お年寄りのくらしと社会参加の支援基地「市民すこやかセンター」の整備と、ボランティ
アの多様な活動を支援する「ボランティアセンター」の整備、「まちが元気」の中に市民の自
主的なまちづくりを支援する「景観・まちづくりセンター」の整備、「文化が元気」の中に芸
術文化の振興施策「京都アートセンター」の整備と、大学のまち・京都の拠点「大学のまち交
流センター」の建設があげられた（11）。
「市民すこやかセンター」と「ボランティアセンター」の整備は、どちらも「ひとが元気」
のカテゴリーの中にあることや、福祉分野であるということから、2 つのセンターの一体的整
備を前提とする基本構想策定がこの委員会に諮問されたのである。
この京都市ボランティアセンター・京都市市民すこやかセンター（仮称）基本構想策定委員
会の答申に基づいて、1998 年（平成 10 年）1 月にボランティア活動推進のための基本方針が
出された。これは政令指定都市では初めてのものであった。
さらに 1996 年（平成 8 年）10 月に設置され 1997 年（平成 9 年）3 月まで行われた市民活動
推進懇談会、元気な京都づくりアドバイザー会議の意見、ボランティア活動等市民活動推進調
査報告などを踏まえ、基本方針と同じタイミングで「京都市ボランティア活動総合支援セン
ター（仮称）の基本構想について」の答申が出された。
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これらの基本方針や基本構想において、ボランティア活動の総合的支援拠点施設の必要性と
あり方が盛り込まれた。そこではボランティアを中心としながらも、「従来の領域ではとらえ
られない活動の支援」、「地域や各領域の活動をネットワークし、交流する仕組みづくり」など、
市民活動全般にわたっての支援の方向性が示された。
ここで重要な点は、それまでボランティアは福祉分野のものとして扱われていたのが、福祉
分野に限らない多様な分野のボランティアや、さらに多様な市民の活動が認識され、そうした
広い意味でのボランティアや市民活動の支援、そしてそれらのネットワークや交流の促進を担
うセンターの姿が描かれたことである。
ボランティア活動の多様性については、1997 年（平成 9 年）10 月に出された「京都市ボラ
ンティアセンター・京都市市民すこやかセンター（仮称）基本構想について（答申）」の中で
もふれられている（12）。
なお、「ボランティアセンター」は、福祉ボランティア活動を総合的に支援するもの
として構想したものであるが、一方で福祉分野以外のボランティア活動や従来のボラン
ティア活動を超えた様々な市民活動が活性化している現状があり、また現実に福祉分野
のボランティア活動の担い手とこれらの市民活動の担い手は同一である場合が少なく
ない。このため、施設の中に、福祉分野と他の分野の団体間の交流を促進したり、様々
な分野の市民活動において知識の習得や技術の向上が図られるよう総合的に支援する
機能を有するセクションを併設することも有効であることを付言する。
しかし、ここではあくまでボランティアセンターは福祉分野のボランティアの支援センター
であると想定されている。他の分野のボランティアの支援やそれらの交流は、その中のセク
ションとして併設されることが提案されているにすぎない。
ところが、それから 3 カ月後のボランティア活動推進のための基本方針では、その位置づけ
が変わっている。市が支援の対象とするボランティア活動として、①自主性・自立性に基づく
活動であること。②営利を目的としない活動であること。③宗教活動や政治活動に該当しない
活動であること。④広く市民に開かれた自由な社会貢献活動であること、としている。そして、
そうした条件にあてはまる活動は多様で、またそれらを支援する施設もすでに整備されている
ことから、それらの総合的支援の拠点施設を設ける必要性があるとしている。つまり、福祉に
限らないさまざまなボランティアの総合的支援を担うセンターという位置づけが打ち出され
ているのである。
さらに、同じタイミングで出された「京都市ボランティア活動総合支援センター（仮称）の
基本構想について」の答申は、その委員会自体がすでにボランティア活動総合支援センターの
基本構想として諮問されており、本文中では各分野におけるボランティア活動を支援する施設
を「分野別センター」、それらをつなげ総合的に支援する施設を「総合支援センター」と位置
づけている。そして本文の最後では、検討の対象とする「総合支援センター」の名称について、
「京都市市民活動支援センター」などがふさわしいと締めくくっている（13）。
この基本方針と基本構想の答申を受けて、2001 年（平成 13 年）7 月に市民活動推進協議会
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が設置された。ここで 5 回のプレワーキング、5 回のワーキング、1 回のワークショップ、そ
して 3 回の協議会を経て、同年 12 月に「市民活動支援センター（仮称）の管理運営方針につ
いて」がまとめられた。そしてさらにワーキングや協議会を続けながら、管理運営主体選定の
ための企画コンペが実施され、候補者によるプレゼンを審査委員会で審議し、管理運営主体を
内定した。最終的に市民活動推進協議会は、6 回の協議会、16 回のワーキング等、そして 1 回
のワークショップの末に、平成 15 年 3 月に「京都市市民活動総合センターの管理運営体制等
について」をとりまとめた。そして、平成 15 年 6 月に京都市市民活動総合センターは開館した。
Ⅵ．福祉ボランティアセンター
ボランティアセンターの構想のもうひとつの流れが福祉ボランティアである。京都市では阪
神・淡路大震災の前年の 1994 年（平成 6 年）に福祉ボランティアについて市政モニター調査
を行っている。そして阪神・淡路大震災が発生した 1995 年（平成 7 年）の 4 月には京都市社
会福祉審議会に対し「福祉ボランティア活動の振興方策のあり方について」の諮問を行ってい
る。その答申では、「ボランティア活動の振興を図るために、それぞれの地域的広がりと、機
能を持った幾種かの拠点と、そのネットワークの整備が必要である」とし、ボランティアセン
ター、ボランティアビューロー、ボランティアサロンなどの設置が提言されている。
この答申を受ける形で、1997 年（平成 9 年）1 月に「京都市福祉ボランティア振興計画」が
策定された。そこでは京都市ボランティアセンター、区ボランティアセンター、ボランティ
アビューロー・サロンの設置があげられている。その内、京都市ボランティアセンターは京
都市全域の福祉活動に関する支援の役割と、各区ボランティアセンターやボランティアビュー
ロー・サロンその他のボランティア活動推進団体やグループのネットワーク化の役割を担うも
のとされた。
京都は古くからの都市であり、都でもあったことから、福祉分野についてもその担い手や支
援団体が発達していた。京都市社会福祉協議会はもとより、各区にも社会福祉協議会があり、
また京都府社会福祉協議会も京都市内に拠点を構えている。その他にも京都ボランティア協
会、京都市障害者団体連合、京都ライトハウス、京都 YMCA、京都 YWCA、京都新聞社会福
祉事業団、京都障害者スポーツ振興会、京都障害児福祉協会、京都市民福祉センターなどの民
間の団体や施設があり、それぞれの立場で京都市域を中心に福祉やボランティアに関わる活動
を行っていた。
とりわけ、福祉分野においては社会福祉協議会の果たす役割は大きいものがあった。社会福
祉協議会は、民間の社会福祉活動を推進することを目的とした営利を目的としない民間組織
で、1951 年（昭和 26 年）に制定された社会福祉事業法（現在は社会福祉法）に基づき、設置
される民間団体である。
各地域に社会福祉協議会があり、市区町村単位、都道府県単位、そして全国の組織が存在し
ている。地域の社会福祉協議会は、高齢者や障害者の在宅生活を支援するために、ホームヘル
京都市における市民活動センター設置をめぐるコンセプト構成プロセス（吉田）政策科学 23 － 3, Mar. 2016
－ 146 －
プサービス（訪問介護）や配食サービスをはじめ、さまざまな福祉サービスをおこなっている
ほか、それぞれ地域の特性を踏まえ独自の事業に取り組んでいる。また、ボランティアの育成
やマッチングなども行っており、日本の社会において福祉全般を中心的に担ってきた組織であ
るといってよいだろう。行政からのさまざまな委託事業を行い、行政機関と民間組織とをつな
ぐ役割も果たしている。民間団体ではあるものの、社会福祉法に定められ、行政区分ごとに組
織された団体であり、運営資金の多くが行政機関の予算措置によるもので、行政との関わりの
深い組織であるともいえる。
京都市社会福祉協議会は 1952 年（昭和 27 年）に設立され、1961 年（昭和 36 年）に社会福
祉法人となっている。また各区の社会福祉協議会は、1987 年（昭和 62 年）6 月に区社協法人
化推進方策が策定され、1989 年（平成元年）の南区を皮切りに法人化が進められ、1994 年（平
成 6 年）に全 11 区での法人化が完了している。
ボランティアセンターとしては、1989 年（平成元年）7 月に市社協として京都市ボランティ
ア情報センターを設置し、震災のあった 1995 年（平成 7 年）から区のボランティアセンター
事業が始められた。1997 年（平成 9 年）には全区でのボランティアセンターの設置が完了し
ている。つまり、少なくとも福祉分野に関しては、京都市ボランティアセンターの構想が整い
つつある一方で、すでに社会福祉協議会による市全体と各区のボランティアセンターのネット
ワークは整っていたのである。
京都市社会福祉審議会の答申やそれを受けた 1997 年（平成 9 年）1 月の京都市福祉ボランティ
ア振興計画では、ボランティア関係団体の総合的なネットワークとして「京都市ボランティア
活動連絡会議（仮称）」の設置が示され、その事務局機能を市のボランティアセンターが担う
ことが構想されている。
さらに、「もっと元気に・京都アクションプラン」の内の「ひとが元気」の中に、お年寄り
のくらしと社会参加の支援基地である「市民すこやかセンター」の整備と、ボランティアの多
様な活動を支援する「ボランティアセンター」の整備とが入っており、その 2 つのセンターの
一体的整備を前提にした委員会設置と答申は、福祉を共通項とし、その庁内管轄は民生局（現・
保健福祉局）、担い手は京都市社会福祉協議会という計画が固まっていたことを示していると
考えてよいだろう。
こうしてボランティアセンターは、ボランティア全般やその他の市民活動を総合的にカバー
する市民活動支援センターと、福祉ボランティア活動を支援する福祉ボランティアセンターと
に棲み分ける形となったのである。また、福祉ボランティアセンターは、市民すこやかセンター
と一体的整備されることになった。そしてそれらの新しいセンターを納めるハコとして、小学
校跡地活用計画の中の菊浜小学校跡地の新設建物が予定されたのである。
ボランティア活動の総合的支援施設の設置をあげた 1998 年（平成 10 年）1 月のボランティ
ア活動推進のための基本方針や、それと同じタイミングで出された基本構想の答申（1 月 29 日）
から間もなく開かれた京都市都心部小学校跡地活用審議会（2 月 9 日）では、菊浜小学校跡地
活用計画が主要議案として審議され、市民活動支援センター、ボランティアセンター、市民す
京都市における市民活動センター設置をめぐるコンセプト構成プロセス（吉田）
－ 147 －
こやかセンターの 3 つのセンターの設置が案として提出され、承認されている。さらにその後
の市議会での平成 10 年度予算起案説明で、市民活動支援センターと福祉ボランティアセンター
を、菊浜小学校跡地に建設することが桝本より発表されている。
Ⅶ．京都市景観・まちづくりセンター
平成 10 年度を迎える前には市民活動支援センター、ボランティアセンター、市民すこやか
センターの 3 つのセンターの設置と、それらのセンターの複合施設として菊浜小学校跡地に新
しい建物の建設が正式に決定していたが、その後、さらに景観・まちづくりセンターもこの建
物に入ることとなった。
京都市景観・まちづくりセンターは、住民の自主的なまちづくり活動を支援し、まちづくり
に関する情報を提供したり、京町家の保全・改修の支援を行う施設である。市民、企業、行政
のパートナーシップによる地域づくりを目指し、景観の保全・再生・創造、質の高い住環境の
形成などに取り組んでいる。その名のとおり、まちづくりと景観の 2 つの要素を持つユニーク
な支援施設である。また、このセンターは京都市の施設であるが、1997 年（平成 9 年）に京
都市が全額出損して設立された財団法人（現在、公益財団法人）でもある。この点で他の 3 つ
のセンターと少し性質を異にする。他の 3 つのセンターは施設としてのセンターと、それを管
理運営する団体とはそれぞれ別のものであり、それらの団体は団体の本来の事業を別に持つ。
1991 年（平成 3 年）11 月に出された京都市まちづくり審議会第一次答申において、住民に
よる自主的なまちづくり活動を支援する第三者機関の設立が提言されたのを受けて、（仮称）
都市景観センターの設立の検討が開始されたのがその起源である。その後、1994 年（平成 6 年）
12 月の世界文化自由都市宣言に基づく第 2 次提案で、まちづくりを推進する市民や企業の理
解と関心を高め、市民主体のまちづくりを推進する仕組みとして、市民・企業・行政が共同して、
参画する活動拠点となるまちづくりセンターの設立が提言され、景観に限定せず、広く京都市
のまちづくり全般に関わるものとするという構想に発展した。
さらに、建設省（現国土交通省）が進める高度情報センターのまちづくり情報センター機能
を有する施設を、平成 12 年開業予定の二条駅周辺地区文化施設内に建設し、当該三者機関に
管理運営を委託する方向で「（仮称）京都市景観・まちづくりセンター設立基本構想」がとり
まとめられた。この「基本構想」に基づき、学識者および庁内職員によるワーキング等が行われ、
1996 年（平成 8 年）12 月に財団法人の設立および施設基本計画（案）が決定された。そして
1997 年（平成 9 年）10 月 1 日、京都府知事の設立許可を受け、財団法人京都市景観・まちづ
くりセンターが設立された。
設立時の基本財産は 5 千万円で、京都市が全額出損している。また、寄附行為（現在は定款）
によって京都市長が会長となることとされている（14）。この頃にはすでに国の方針として中央、
地方ともに行政改革が進められており、外郭団体を統廃合する流れにあった。その中での 100
パーセント出資法人の設立は例外的なことであった。
京都市における市民活動センター設置をめぐるコンセプト構成プロセス（吉田）政策科学 23 － 3, Mar. 2016
－ 148 －
平成 12 年に映画館などが入った地上 7 階、地下 2 階建の文化施設が建設される予定で、セ
ンターはその 5 階に入る予定だった（15）。その施設が完成するまでの間ということで、1995 年
（平成 7 年）に廃校となった龍池小学校の跡地にセンターが置かれた。しかし、この京都二条
文化施設の計画が頓挫したため、センターを設置する場所を改めて探さねばならなくなった。
そこでちょうど計画が進んでいた菊浜小学校跡地がその候補となった。実際、その頃にはすで
にある程度の規模の施設を収容する建物を探すのは難しくなっていた。少なくとも新たに建て
るというのは、行政改革の流れからも、実際の財政的な状況からも難しかった。
1999 年（平成 11 年）11 月の都心部小学校跡地活用審議会において、景観・まちづくりセンター
を菊浜小学校跡地に立てられる新しい建物に入れることがほぼ決まった。当初の計画では、ひ
と・まち交流館は 1999 年（平成 11 年）12 月に開設される予定だったがそれが遅れ、景観・
まちづくりセンターは 2003 年（平成 15 年）6 月にひと・まち交流館の開設に伴って移動した。
景観・まちづくりセンターは、京都市の 100 パーセント出資法人で、しかも実現はしなかっ
たものの新しい施設の設置とセットで設立が計画されていたということでは、市の典型的な
外郭団体のような形態になっている。しかし、それは単なるハコものありきのセンターでは
なかった。その構想においては、「パートナーシップ・プラザ・キョウト～人・地域・情報の
交流拠点～」をトータルコンセプトとし、ワークショップルームや交流サロンなどに大きな
スペースを割いた施設を特徴としていた（16）。さらには目指すべき将来像として、アメリカの
CDCs（Community-based Development Corporations）を支援するインターミディアリーが取
り上げられていた。
CDCs はコミュニティ開発活動を行ったり、コミュニティの活動を支援する民間非営利団体
で、日本で NPO が注目され始めた頃に都市計画やまちづくり系の研究者や実務家達によって
紹介された（17）。インターミディアリー（Intermediary, Intermediary Organization）は基本的
には CDCs に対する資金的な支援を中心にする組織だが、日本ではむしろ NPO を全般的に支
援する組織として理解され、「インターミディアリー」、「サポートセンター」、「中間支援組織」
という名称で NPO と共に普及していった。
景観・まちづくりセンターは、将来的に市の出損比率を下げ、企業などのさまざまな民間資
金を受け入れ、まちづくりのプロジェクトに資金やノウハウを回していく、いわばまちづくり
のネットワークのプロデューサーとしての役割を担うことが構想されていたのである（18）。こ
れは NPO や市民活動の支援センターのイメージにかなり近いものである。あるいはその中で
も一歩進んだ構想であったともいえよう。
Ⅷ．市民活動総合センターの開設をめぐって
1992 年（平成 4 年）にまで遡る市民活動支援センターの構想は、2 人の市長、市庁内のプロジェ
クトチーム、各種の委員会を経て、2003 年（平成 15 年）6 月のひと・まち交流館京都の開館
と同時に、京都市市民活動総合センターとして実現した。京都市が条例によって設置したセン
京都市における市民活動センター設置をめぐるコンセプト構成プロセス（吉田）
－ 149 －
ターを、NPO 法人であるきょうと NPO センターに管理委託する、いわゆる公設民営方式の
センターとなった。しかもその委託先については、市の外郭団体やつながりの深い団体と随意
契約を結ぶという従来の「ハコもの行政」ではなく、市とはつながりのない NPO 法人を公募
によって選ぶというこれまでにない方式となった。実際、京都市の公の施設で NPO 法人に委
託されたのは、これが初めてのことだった。
さらに、センターの事業内容や管理運営体制等についても、これまでの公の施設にはなかっ
た新しい試みが導入された。たとえば、ひと・まち交流館は全体として年中無休（ただし、年
末年始及び定期点検のため月 1 回休所）で開館されることになった。市民活動総合センターに
は「公設・市民営」の理念のもとに、利用者である市民からもメンバーを募った運営協議会が
設置され、さらに第三者による評価委員会も設置された。施設配置やその運用をめぐっては、
行政、市民活動団体、学識経験者をメンバーとする京都市市民活動推進協議会が設けられ、協
議会 6 回、ワーキング等 16 回、ワークショップ 1 回、計 23 回におよぶ議論によって、より柔
軟なアイデアが導入された。
京都市市民活動推進協議会は、学識経験者が 3 名、市民活動団体関係者が 11 名、そして行
政が 1 名のメンバーでスタートした。座長と副座長は学識経験者から選ばれた。市民活動団体
からのメンバーには 1995 年の阪神・淡路大震災の際のボランティア活動をきっかけに市民活
動に従事するようになった若者も含まれていた。震災当時まだ学生や大学院生だった彼らは、
この協議会がスタートした頃にもまだ 30 歳にもなっていなかった。そうした若いメンバーが
4 人、またその他のメンバーも若手が目立った委員会となった（19）。
この 4 名の若者の内 2 名は、途中でメンバーから外れた。それはこの協議会の中で管理運営
を委託する団体としてきょうと NPO センターが内定したためである。彼らはその事務局長と
理事であった。しかし、それまでにすでに中間支援組織の立場での意見は十分に出していたし、
終盤の委員会には受託団体として参加している。いずれにしても、まだ 20 代の若者たちによ
る設立して間もない NPO 法人に、年間予算 8100 万円の市の事業が委託されたのである。そ
れはきょうと NPO センターが設立されて 5 年目、法人格を得て 4 年目のことだった。
Ⅸ．きょうとNPOセンター
きょうと NPO センターは 1998 年（平成 10 年）7 月に設立された中間支援組織で、日本で
は比較的早く設立された中間支援組織のひとつである。その年の 3 月に特定非営利活動促進
法が成立し、12 月から施行されている。また、中間支援組織のナショナル・センターとされ
る日本 NPO センターがすでに 1996 年（平成 8 年）に設立され、地方でも神戸、仙台、広島、
名古屋などで先に中間支援組織が立ち上がっていた（20）。特に仙台では、中間支援組織の分野
でオピニオン・リーダーの一人となる人物や、大学教員、地域で市民活動を行っていたメンバー
などが集まって設立された中間支援組織が、仙台市と協働しながら公設民営の市民活動支援セ
ンターを 1999 年（平成 11 年）に開設しており、その設立プロセス、施設の内容、運営方法な
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どが先行事例として注目を集めていた。
きょうと NPO センターの事務局長となった深尾は、中間支援組織を立ち上げて間もない
頃に京都市の担当者と共に私費で仙台を訪問している（21）。そして訪問先のせんだい・みやぎ
NPO センターで、そこの理事のひとりで、当時東北大学の教員であった新川達郎に会っている。
その数年後、新川は東北大学から京都の同志社大学に移ってきた。そして仙台での活動実績や
研究内容から京都市市民活動推進協議会のメンバーとなり、座長を務めることになった。
仙台市の市民活動センターは「仙台モデル」と呼ばれるようになり、その後各地で続々と設
立される公設民営の市民活動センターのモデルとなった。それは市民、市民活動団体のメン
バー、そして学識経験者などをメンバーとした市民活動に関する懇話会を設置し、そこでの提
言によって市民活動センター設置が計画され、そして公募のよってセンターを管理運営する中
間支援組織が選ばれるという形であった。
仙台で活動していた新川が京都市の委員会の座長を務めた影響は大きかった。京都市にとっ
ては新しい試みであったが、新川はモデルといわれる先行事例に実際に関わっていたからであ
る。また、その「仙台モデル」を適用するために不可欠となる中間支援組織がすでに京都にも
存在しており、しかもその中間支援組織のメンバーも仙台のことを知っていたからである。
また、京都市の内部においても、これまでの「ハコもの行政」を見直すエネルギーを持った
若手職員がプロジェクトチームなどの場を得て、活躍しはじめていた。いくら先行事例があっ
ても、行政内部にそれを先行事例として認識し、既存の仕事の進め方を変える意欲を持った人
材が存在しなければ、制度を変える活動は生まれない。京都市においては、先に見たように、
1996 年（平成 8 年）から市民参加検討プロジェクトチームが立ち上げられた。ここに先進的
なテーマについて積極的に関わろうとする若手職員が集まった。その当時の様子を、京都市市
民参加推進フォーラムの副座長であった乾 亨（立命館大学教授）は次のように語っている（22）。
平成 8 年に「市民参加推進プロジェクトチーム」（23）を作っているが，この頃が一番画
期的だったと思っている。課長級か課長級以下の係長級辺りの若手職員を一本釣りで各
局から集めてきて，「市の市民参加はいかにあるべきか」ということを徹底的に検討さ
せ，それが種になって，次の大きな種まきをしたのだが，その構造づくりをもう一度やっ
て欲しい。庁内の現場の声を持ち上げるような場所を作ってもらって，事務局がその声
を取りまとめたものを評価としてフォーラムに出すべきだと思う。
さらに、このプロジェクトチームの流れをくむパートナーシップ推進室が、京都市市民活動
推進協議会の事務局を担い、新しいセンターの具体的な管理運営についてのコーディネートを
行ったことも重要であった。全体として若いメンバーが多かった京都市市民活動推進協議会で
の議論やアイデアを、実際に実現させていくために、パートナーシップ推進室の担当者たちは
苦労した。きょうと NPO センターの事務局長で市民活動総合センターの初代センター長だっ
た深尾は、プロジェクトチームのメンバーだった京都市職員たちについて、次のように述懐し
ている（24）。
今のちょうど課長、部長レベルの連中なんですけど、今はみんな偉くなってて・・・。
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彼らが係員くらいの時代ですよね、当時。15 年かもう少し前だったか。当時、京都市
として「プロジェクト推進室」というカタカナの名前の部屋を、かなり部署横断的なチー
ムを初めて作ったんですね。そこが担当の窓口だということになって、そこの人達と話
をしていて。そこに集まってきていた人達は、手あげ方式だったのでかなり意欲的な
スーパー公務員達ばっかりが集まっていたところがあって。だからかなり楽しかったで
すね。昼休みとか玉川邸（25）は、市役所に近いこともあって、そういう人達が昼休みと
かにかなり出入りをしてくれて。「焼き芋買ってきたよ」とかいって来てくれたり。あ
る意味で行政との闘い方とか、行政の考え方みたいなものを、かなりうちの人間に教え
てくれたんですね。担当課とそういうのでもめてるっていう話になった時なんかは、こ
ういう言い方でと。「お前の言い方が悪いからこうなるんだ。行政はこんなこと理解で
きないんだからこういう風に言った方がいいよ」、みたいなアドバイスをくれる行政職
員がかなりの数いて。そういう人達にだいぶん助けてもらったのは事実ですね。
他の 3 つのセンターとの協議も必要だった。京都市の所管課も、福祉ボランティアセンター
は保健福祉局地域福祉課、長寿すこやかセンターは保健福祉局長寿福祉課、景観まちづくりセ
ンターは都市計画局都市づくり推進課、そして京都市市民活動総合センターは総合企画局パー
トナーシップ推進室とそれぞれ異なっていた。共用スペースの利用の仕方をめぐって、建物全
体の中でのルール作り、地元住民との協議などが必要であったし、何よりも管理運営を任せる
きょうと NPO センターと実際の運用をめぐって、さまざま打ち合わせしたり、交渉しなけれ
ばならなかった。当時のパートナーシップ推進室の担当係長だった牧村雅史氏は次のように
語っている（26）。
月いっぺんは係長会議を必ずやってました。それは時期が下がってから、13、14、15
年度に向けてですけども、要は工事も着手する、特に全体の利用ですね。全体の利用ルー
ルどうしていくのか。先ずはスタートの平成 11 年、12 年なんかはどういうレイアウト
にする、どういう建物にする。そしたら次はそれぞれの場所の中でどういう事業を展開
していく、4 センターということだから何か連携すべきではないか、というのを再三打
ち合わせしておりましたね。（中略）何度も何度も、最終的には企画調整会議いうことで、
市長にこうやって 3 局連名で資料あげましょう、その前段で何度も何度も全体はこうで
す、それぞれの事業としてはこういうコンセプトで、目的はこうで、主な事業はこうで、
いうことで再三協議を進めてきて。
また、委託先との調整も苦労が多かった。NPO に施設の管理委託するのも初めてのことだっ
たし、それを受ける NPO 側も施設の管理運営など初めてという若者たちだったからである。
きょうと NPO センターの事務局長だった深尾氏がセンター長に就任することになったが、彼
は当時まだ 28 歳という若さだった。それに何より市民活動の支援を行うという事業自体がま
だ日本全体で手探り状態だったのである。牧村氏は次のように述べている（27）。
受託団体を決めた、その後が大変でしたね。やっぱり私ども役所としては委託主である
いう思いで、予算計上しておりますので、その通りやってくれと言っても、やっぱり受
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託団体としては思いがある。そんな役所の言うままそういう事業はできませんいうのが
再三ありました。（中略）もう再三の協議しかないですね、これは。これオープンの時
いうのはそこまで時間もありませんでしたので。確かに受託団体は決めておりましたけ
れども、かたや、うちも予算要求、新規の建物いうことで仙台の予算の例とかそういっ
たものを参考にして、取りあえず想定はこの額でと。
Ⅹ．考察
本稿においては、京都市の大型のハコもの建設の計画に、社会福祉協議会関係の 2 つのセン
ター、景観まちづくりセンター、そして市民活動支援センターの 4 つのセンターが参加するこ
とになったプロセスを詳細に記述した。そこで観察できたいくつかのポイントを、今後の分析
のために整理しておきたい。
まず第一に、市民活動支援のセンターはそのコンセプトが何度か変化した点である。田邊市
長時代の市民創造活動センターは、市民の生涯学習などの創造活動を支援する施設として構想
された。その後、阪神・淡路大震災の影響もありボランティアセンターとしての性質が検討さ
れ、同時に市民の多様な活動としての総合的なボランティア活動の支援センターというコンセ
プトに変化した。それと並行するように、市民参加の形としてパートナーシップがカギ概念と
なり、それを支援するセンターとして景観・まちづくりセンターの計画が進んだ。
ボランティアセンターの構想は、社会福祉協議会が重要なアクターとなって福祉ボランティ
アセンターとして独立した流れとなり、元のボランティアセンターの方はそれと棲み分けをす
るように、総合ボランティアセンター、ボランティア活動総合支援センター、市民活動支援セ
ンター、そして最終的に市民活動総合センターと名称がつけ替えられていった。
今回は十分に触れることはできなかったが、社会福祉協議会の領域においても、東京都社会
福祉協議会が 1981 年（昭和 56 年）に設置された東京ボランティア・センタ （ー東京都設置）を、
1998 年（平成 10 年）に東京ボランティア・市民活動センターという形にして、福祉ボランティ
アに限らない多様な市民活動の支援を行うセンターに模様替えした。これが各地の社会福祉協
議会に少なからず影響を及ぼし、京都市社会福祉協議会でも検討が行われたという（28）。
要するに、市民活動の支援センターは他市などでの先行事例はあったものの、決まった形の
ものがあったわけではないということである。そのコンセプトは、いくつかの要素の組合せと
その変化に応じて、京都市の中で再構成が繰り返されたのである。たしかに地方自治体という
組織の中で地方自治法などの一定の縛りや、議会や市民、そして市民活動団体などの牽制があ
り、まったく自由にコンセプトを創造したり、修正したりすることはできないかもしれないが、
そうした制約条件や要因との相互作用の中で、構想を再構成することは可能なのである。それ
はさらに詳しく分析すれば、コンセプトの再構成の裁量性を広げるための工夫や戦術が確認で
きるかもしれない。
第二に、コンセプトの再構成を繰り返しながら、もしかすると統合可能であったものが、い
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くつかのセンターに分けられ、棲み分けの論理が作られたことである。その棲み分けの論理も、
はじめから用意されていたものではない。むしろ、客観的には少し無理があるとさえ思われ
る論理で 4 つのセンターが同じ建物の中に納まる結果になっている。本稿では紹介できなかっ
たが、その論理が形成されるプロセスにおいては、統合の機会が探索された様子も観察された。
逆に見ると、統合への道が模索されるのに対して、それを拒否する論理の主張や影響力の行使
があった気配が見受けられる。
第三に、市民活動全般を支援し、市民活動総合センターという形で条例ができ、仕様書が作
られ、5 つの具体的な事業内容（情報の収集提供と調査研究、市民活動に関する幅広い相談、
インキュベーション、具体的な活動場所を提供する活動工房、幅広い市民の交流連携）が決まっ
てなお、市と受託団体との間の交渉が継続されたことである。これもサブレベルでのコンセプ
トの再構成の繰り返しと見なすことができるだろう。実態としては、予算も「取りあえず想定
はこの額でと」（前掲牧村氏）いうような予算組みの中で、後づけでそれに合わせた事業実績
が積み重ねられたようになっている。そもそも支援の対象となる NPO 法人自体が法人制度が
できて間もない時期であったために、どのくらいの数のものが設立されるのかも予測できない
中で、先に支援施設と支援メニューが走り出したという状況であった。すでに決められた予算、
態勢の中で、予測がつかないニーズに対応するには、具体的な支援事業のメニューは柔軟に解
釈できるようにしておかねばならなかったと推測される。そしてそれに市民活動の支援や市民
活動や地域の活性化をミッションとする受託団体と、さまざまな制約と監視にさらされる行政
という立場の違いから、交渉の繰り返しが必要となったと思われる。
以上の 3 点は、別の立場の関係者やドキュメンツの分析によってさらに分析を進めることが
必要と思われる。
追記
本稿の研究のきっかけは、川口清史先生が主宰されていた京都 NPO 研究会での新川達郎先
生（同志社大学）のご報告、そしてその後の田尾雅夫先生（当時、京都大学）を研究代表とす
る科学研究費助成金の研究会であった。研究の機会を与えていただいた諸先生方には記して感
謝したい。また、京都市文化市民局の地域自治推進室の皆さまにはインタビュー対応、資料提
供などご協力をいただいた。この場をお借りしてお礼申し上げる。
本研究は JSPS 科研費　15K11978、10469249、24530438、26510012、10434846　の各助成を
受けたものである。
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